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ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

取締役の選任・解任

選任・解任

執行役の選任・解任

監督
監査執行役社長の選定・解職 会計監査

内部監査内部監査

執行役（会）

連携・報告

連携・報告・要請

指示・報告

連携・報告

代表執行役社長

統括部門・事業部門・スタッフ部門 グループ各社

株主総会

会計監査人

内部監査室

取締役会

執行

監督

指名委員会 報酬委員会 監査委員会

ガバナンス
三越伊勢丹グループは、サステナビリティにおける3つの重
点取り組み（マテリアリティ）の土台として、「グループガバ

ナンス・コミュニケーション」を掲げています P17 。

コーポレート・ガバナンスの実践・強化により経営の透明性・
公正性・迅速性の維持・向上を図り、すべてのステークホル
ダーとの対話を通じて、中長期的な企業価値および株主価値
の最大化に努めます。
併せて、内部統制システムについてもリスクマネジメント体制
およびコンプライアンス体制の整備・向上に取り組んでいます。
不確実性の高い環境のなか、社会から信頼される企業グループ
であり続けるため、企業の社会的責任を果たし、環境・社会課題
の解決と企業の成長の両立の実現を目指してまいります。

三越伊勢丹グループは、お客さま・従業員・株主／投資家・お取組先・地域社会・コミュニティといったステーク
ホルダーと良好な関係を構築するとともに、経営機構改革とあわせて、コーポレート・ガバナンス改革を推進して
います。その一環として、一層のガバナンスの高度化を図ることを目的に、機関設計として指名委員会等設置会社
を採用しています。
企業活動の透明性を確保し、コンプライアンス経営に徹し、当社グループに関わるすべてのステークホルダーの
皆さまに対し提供すべき様々な価値の創造に努め、皆さまからより一層信頼される企業グループを目指し、経営
の意思決定の迅速化、経営監督機構の強化、内部統制システムの充実などに継続的に取り組んでまいります。
当社グループは、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方、枠組み、および運営指針を定めた「コーポ
レートガバナンス・ガイドライン」を制定しています。

考え方

ガバナンス（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132

コーポレート・ガバナンスの体制

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

取締役会の責務
　三越伊勢丹ホールディングスは指名委員会等設置会社の
機関設計により、「執行」と「監督」の役割を明確に分離し、取
締役会の役割を「グループの大局的な方向付け」と「業務執
行に対する監督・モニタリング」に特化することで、取締役
会の監督機能強化を図っています。
　経営のモニタリングに適した体制とするため、取締役会
の構成は社外取締役を過半数とし、2021年４月より社外取
締役を議長としています。

取締役の所属委員会およびスキル・マトリックス ○＝知識・経験・能力を有する分野　　●＝社外取締役が知識・経験・能力において貢献、期待される分野

取締役会の状況

各委員会の状況

議長 人数と
構成 2021年度の主な議題

開催回数
開催平均出席率

（2021年6月～）2022年5月

議長：
橋本取締役

社外取締役

60％
6/10名

●会社法、定款などで定められた決
議・報告事項

●長期ビジョン・中期経営計画など
の方針決定

●重要な業務執行のモニタリング
●内部統制のモニタリング

13回

100％

委員会名
（委員長）

人数と
構成 2021年度の主な議題

開催回数
開催平均出席率

（2021年6月～）2022年5月

指名委員会

（委員長：
飯島取締役 ）

社外取締役

80％
4/5名

●社長CEOの再任可否および後継
者計画審議

●取締役候補者の決定
●委員会委員・執行役などの役員人

事案審議

9回

100％

報酬委員会

（委員長：
土井取締役 ）

社外取締役

100％
3/3名

●役員報酬に関する方針の決定
●業績連動報酬・非金銭報酬などの

インセンティブ制度についての
検討および決定

●取締役、ならびに代表執行役・役
付執行役を含む執行役の個別報
酬額の決定

8回

100％

監査委員会

（委員長：
赤松取締役 ）

社外取締役

60％
3/5名

●監査方針および監査計画の策定
●リスクマネジメントに関する報告
●内部監査室報告
●会計監査人報告
●執行部門に対する業務執行状況

のヒアリング

17回

100％

法定3委員会の役割
〈指名委員会〉
株主総会に提出する取締役の選解任議案の決定、取締役会
で決議する法定３委員会の委員案や執行役などの役員人事
案の審議、社長CEOの後継者計画（サクセッションプラン）
および役員選解任基準などの審議を行っています。

〈報酬委員会〉
企業価値向上に向けた役員のインセンティブの在り方など、
役員報酬制度について課題と方向性を審議し、個別報酬額
などの決定を行っています。

〈監査委員会〉
執行役および取締役の職務執行の監査、内部統制システム
の状況の監査、および会計監査人の選解任等に関する株主
総会提出議案の内容の決定などを行い、監査を通じて取締
役会の監督機能を担っています。また、会計監査人、内部監
査部門およびグループ各社の監査役と連携して、グループ
全体の監査体制を構築します。

取締役会、法定3委員会体制等について

氏 名
委員会等 スキル

指名 報酬 監査 備考 企業経営 流通・マーケティング グローバル DX・IT・セキュリティ ファイナンス・会計 法務・リスクガバナンス 人事・人材マネジメント

赤松  憲 非執行 ■ 監査委員会委員長 ○ ○ ○

細谷  敏幸 ■ 代表執行役 ○ ○ ○

竹内  徹 代表執行役 ○ ○ ○

石塚  由紀 非執行 ■ ○ ○ ○

飯島  彰己 社外非執行 独立役員 ■ ■ 指名委員会委員長 ● ● ●

土井  美和子 社外非執行 独立役員 ■ ■ 報酬委員会委員長 ● ● ●

小山田  隆 社外非執行 独立役員 ■ ■ ● ● ●

古川  英俊 社外非執行 独立役員 ■ ■ ● ● ●

橋本  副孝 社外非執行 独立役員 取締役会議長 ● ● ●

安藤  知子 社外非執行 独立役員 ■ ■ ● ● ●

※上記は各氏の経験などを踏まえて、特に活躍を期待できる領域・分野を示しており、有する全ての知見を表すものではありません

取締役（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132

社外取締役メッセージ
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/
pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

　三越伊勢丹ホールディングスでは、取締役会の実効性に
関する分析・評価を継続的に実施しており、当該分析・評価
をもとに、取締役会のさらなる実効性向上を討議し、アク
ションプランの策定・実行を通じて、改善を図っています。
　当社は、「取締役会の責務」を通じて、グループの持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上を目指しています。取締役
会の実効性を検討する際には、株主に対する受託者責任・説
明責任を踏まえ、社外取締役が務める取締役会議長主導のも
と実効性向上に向けたプロセスを設計しています。
　なお、2021年度の実効性評価のプロセスおよび評価結
果などは以下のとおりです。

　当社では、「役員在任年齢上限規程」により、在任の上限年
齢と上限任期を役位ごとに定め、適切なローテーションを
促しています。そのうえで、代表執行役および役付執行役を
含む執行役の選任、および委任契約期間満了後の再任の可
否については、各人の委任契約期間における定量的な成果、
および第三者機関による経営人財評価などの客観的データ
を適切に評価し、指名委員会にて判断することとしていま
す。役員に関わる選解任基準については透明性確保のため、
2022年3月に「三越伊勢丹グループ役員ポリシー」を策定し
ています。

プロセス

2021年度抽出された課題に対する改善状況の中間評価について取締役会で討議したうえで、全取締役に加えて執行役も対象とし、
取締役会の構成や審議内容、サポートの運営面などの「アンケート」「インタビュー」を実施しました。
その後、分析・評価結果を取締役会に報告・確認し、課題認識および次年度方針について、社外取締役間、執行役間、取締役および執行
役間で複数回討議し、次年度計画（運営方針、アクションプラン、年間議題スケジュール案）を策定しました。また、指名・報酬・監査委
員会においても同様に振返りと課題討議を実施し、次年度計画を策定しております。
なお、前年度に引き続き、他社比較を含む客観的な視点による助言・提案を目的として第三者機関を活用し、アンケートやインタ
ビューの分析・評価、次年度に向けたアクションプランを策定いたしました。

評価結果

評価結果では、以下のとおり取締役会および指名・報酬・監査委員会の実効性が確保されていることを確認いたしました。
1 2021年11月に公表した中期経営計画については、経営と各部門が直接対話を重ね、各部門の計画をビルドインしていくプロセスに

基づき、取締役会で十分に議論を重ねながら策定を進めました。中期経営計画が実行フェーズに入ったことを踏まえ、今後はモニタ
リングに焦点を当てた議論を、適時に実効性高く行うことが必要である旨の意見が出されました。

2 多くの設問項目で「十分できている」または「おおむねできている」との回答が一定割合以上を占め、項目ごとの平均評点では、全て
の項目で前年度より改善しました。項目別では、「取締役会の議論」と「社外取締役に対するサポート」について、前年度から大幅な
改善がみられ、年間の議題スケジュールの設定や現地視察（オンライン含む）の実施など、一定の評価と満足度が得られました。一
方で、「取締役会等の運営」では、有効かつ効率的な時間配分などについて、さらなる改善の余地があるとの結果になりました。

3 各委員会においては、法定の委員会であることの役割を踏まえた十分な議論ができており、指名委員会では、透明性・客観性が評価で
きるとの意見が、報酬委員会では、戦略推進のための報酬制度の在り方の議論が進んだとの意見が出されました。
また、監査委員会では、戦略推進に伴うリスクの検知と対応状況をモニタリング・監査することも必要との意見が出されました。

2022年度
取り組み方針

（アクションプラン）

認識した課題への対応に加え、2020年６月に指名委員会等設置会社へ移行した際の「目的」や「目指す姿」に照らして策定した取り組み
方針（アクションプラン）は、以下の5項目です。
1 グループの大局的な方向付け（重要テーマの適時適切な議題設定と議論）
2 業務執行に対する監督・モニタリング（中期経営計画フォローアップ体制の構築、個別重要案件の対応と進捗管理、業務執行報告の充実）
3 指名・報酬・監査委員会の実効性向上（委員会報告の充実、取締役会と各委員会の連携）
4 執行役会のさらなる実効性向上（意思決定の精度向上）
5 運営やサポートの継続的な改善（視察を含むエデュケーション機会の拡充、社外取締役サポートの充実、事務局運営の効率化）

取締役会実効性評価 役員の指名に関する方針　  CEOの選任、再任可否の判断および後継者計画
（サクセッションプラン）

　CEOの選任、再任可否の判断および後継者計画（サク
セッションプラン）については、指名委員会における最重
要事項の一つに位置づけ、透明性・公正性を確保しつつ取
り組んでおり、その在り方を同委員会で積極的に審議し、
同委員会の審議過程において指名委員会委員以外の全て
の社外取締役からも意見聴取するなど、かかる取り組みの
さらなる高度化を図っています。
　具体的には、CEO就任初年度に在任期間中のビジョン
を指名委員会において審議したうえで、毎期経営計画に対
する進捗状況や今後の見通し、解決すべき課題などを同委
員会にて説明・共有し、再任可否については指名委員会委
員である社外取締役が主体的に判断できる体制を整えて
います。また、CEO後継者情報については、候補者の外部
経営人財評価機関によるスクリーニング結果、育成計画、
および経験させるべき分野への異動配置案などのあらゆ
る情報を徹底して指名委員会に共有します。
　なお、緊急時のCEO候補（CEO代行者）については、毎期
初に指名委員会にて審議・確認しています。

取締役候補者の指名を行うにあたっての方針

　取締役会の構成については、高い倫理観とともに、幅広
くかつ専門性の高い知識や特定事業領域における知見、外
部企業経験などに基づくスキルを有した多様なメンバー
で構成されるよう考慮しています。そのうえで、取締役候
補者の選任にあたっては、上記取締役会の構成に関する考
え方と、以下の選任基準をもとに、社外取締役が過半数か
つ委員長を務める指名委員会にて決議し、株主総会へ上程
しています。
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2
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従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

役員報酬に関する基本原則

　当社は執行役等の個人別の報酬等の内容に係る決定に関
する方針として「役員報酬に関する基本原則」を定めており、
その内容の概要は以下のとおりです。
　以下の４点を基本原則とすることで健全な企業家精神の
発揮に資するインセンティブ付けをしています。

1 株主と役員の利害一致の促進
2 業績や株主価値の向上に向けたインセンティブ効果の

拡大
3（目標達成時における）産業界全般における比較において

遜色の無い水準の提供
4 評価方法や報酬決定方法の客観性・透明性の確保

　上記「役員報酬に関する基本原則」に基づき、社外取締役
のみで構成される法定の報酬委員会において、報酬に関す
る方針の決定や個別報酬額を審議し、決定します。同委員会
においては、役員報酬制度が当社グループの持続的な成長
に向けた健全なインセンティブとして、より一層機能する
よう検討を継続しています。

賞与

　執行役においては、報酬原則を反映し、目標達成を強く
動機づけるために、下記の業績連動型賞与体系を導入して
います。

【1】賞与支給額算出式
執行役：基準賞与額（月額報酬（5ヶ月））×全社業績支給率

【2】全社業績支給率
当社として目指すべき営業利益目標額を達成した場合の支給率
を1.00（100 ％）と し、達 成 度 に 応 じ て 支 給 率 は 下 限0.00

（0％）～上限なしで比例配分となるように設計しています。

株式報酬
　株主価値の向上に対する意識を高めることを目的として、
一定期間の譲渡制限を付した自社株を付与し、株主と役員
の利害一致を図る「譲渡制限付株式報酬制度」を導入して
います。

（1）当社経営に有意な知見・経験を有し、経営の諸課題に
精通していること

（2）世界の動向、市場や顧客の変化を的確に洞察し、把握
できていること

（3）新しい知識を積極的に学ぶ姿勢を持ち、それをベース
に新しい経営の見方、方向性を導き出せること

（4）人格・見識に優れ、心身ともに健康であること
（5）順法精神や倫理観に富み、取締役として相応しい価値

観・人柄を有すること
　また、社外取締役については、その客観的な視点からの幅
広い意見を積極的に取り入れ、バランスの取れた経営を行
うために、実業界で経営・執行経験を十分に積んだ方をはじ
めとして、異なる分野・業界から招聘するとともに、取締
役会の多様性確保に十分に留意した人選を行うこととして
います。
　なお、経営陣幹部である執行役については指名委員会に
て審議のうえ、取締役会で決議しています。

独立性基準

　当社は、社外取締役を独立役員として指定するにあたっ
て、その独立性を判断するため、「三越伊勢丹ホールディン
グス社外役員の独立性に関する基準」を独自に定めており、
下記のいずれにも該当しない社外役員を独立役員として指
定しています。

1 当社グループの業務執行者
2 当社グループを主要な取引先とする者またはその業務

執行取締役、執行役、支配人
3 当社グループの主要な取引先またはその業務執行取締

役、執行役、支配人その他の使用人である者
4 当社グループの主要な借入先の業務執行者
5 当社グループから役員報酬以外に、一定額を超える金銭

その他の財産上の利益を受けているコンサルタント、

報酬構成

譲渡制限付株式報酬制度

※ 2 3 の「主要な取引先」とは「当社グループと当該取引先の連結ベースの年間取引額
が、過去3年間において1度でも両者いずれかの連結ベースの年間総取引額の1%を
超える取引があった取引先」

※ 4 の「主要な借入先」とは、「当社グループの借入金残高が、事業年度末において当社
の連結総資産の2％を超える借入先」

※ 5 の「一定額」とは「過去3年間のいずれかの年度において1千万円以上」

※1 基準株価：割当決議日の前取引日（当該日に株価が付かない場合はその前取引日）
の東京証券取引所における当社株式の終値

※2 任期満了もしくは当社取締役会が正当と認める理由による譲渡制限期間中に退
任の場合は譲渡制限を解除

金銭報酬債権額 執行役（取締役兼務者含む）：月額基本報酬3ヶ月分
非業務執行取締役：月額基本報酬1ヶ月分

配当株数の算出 個別金銭報酬債権÷基準株価※1

（100株未満切り捨て）

譲渡制限期間 30年間※2

役員報酬

会計専門家、法律専門家など
6 当社の発行済総株式数の5%以上の株式を保有してい

る株主またはその業務執行者
7 過去3年間において上記 1 から 5 に該当していた者
8 上記 1 から 5 の配偶者または二親等以内の親族

執行役
基本報酬
×12ヶ月

基本報酬
×12ヶ月

賞与
基本報酬×5ヶ月分

株式報酬
基本報酬×1ヶ月分

株式報酬
基本報酬
×3ヶ月分

※取締役兼務を含む

非業務執行取締役 ※社外取締役を含む
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンス・リスクマネジメントの
統合的実践
　三越伊勢丹グループでは、内部統制システム構築の基本
方針に基づいて、グループ各社の主体的なリスクマネジ
メント体制を整備・構築しています。コンプライアンス・リ
スクマネジメントの統合的な実践を通し、当社グループの

全業務領域におけるリスクの未然防止と発生時対応の準備
を横断的に行い、企業価値の向上につなげています。
　リスクが多様化する事業環境において、将来にわたり持
続的な成長を可能にするためにも、お客さま、お取組先、従
業員の安心・安全を最優先にリスクを明確化し、コンプラ
イアンス・リスクマネジメント推進体制のさらなる強化を
図っています。

リスクに対する3線ディフェンスと
5つのレイヤー管理
　当社グループにおけるリスクマネジメント体制は3つの
ディフェンスラインと5つのレイヤーで管理されています。
各グループ会社を第1線、HDSリスク管理部門を第2線、
HDS内部監査室を第3線とする3つのディフェンスライン
に加えて、現行の組織においてリスク管理を行う5つのレ
イヤー（ 1 グループ事業会社現業部門 2 グループ事業会
社管理部門 3 HDS各統括部門 4 HDSリスクマネジメン
ト室 5 HDS内部監査室）がリスクマネジメントにおいて
担う役割を明確化することで、より実効性の高いリスク管
理体制の構築を図っています。

コンプライアンス・リスクマネジメント

連携・報告・要請

指名委員会 報酬委員会

リスク対策部会

コンプライアンス推進部会

サイバーリスク対策プロジェクト

コロナ対策本部会議

監査委員会

株主総会

報告・監督

議　長：社長 CEO
副議長：CRO

＊次頁参照

HDS

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

３線ディフェンスと５つのレイヤー

第5レイヤー

第4レイヤー

第3レイヤー

第2レイヤー

第1レイヤー

HDS
内部監査室

HDS
リスクマネジメント室

HDS
各統括部門

事業会社
管理部門

事業会社
現業部門

取締役会

HDSリスクマネジメント室

該当部門5つのレイヤー3線

HDS統括部門

グループ事業会社  管理部門

グループ事業会社  現業部門

3
線

2
線

1
線

監査

執行役会

リスクマネジメント体制図

5

4

3

2

1

代表執行役 CEO HDS内部監査室

コンプライアンス・リスクマネジメント体制

※「HDS」はホールディングスを表しています。
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ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンス・リスクマネジメント
推進会議
　リスクマネジメント基本規程において、リスクマネジメ
ントの体制および「平常時のリスク管理」と「緊急事態発生
時の対応」に関する基本事項を定めています。
　その実践のための最高機関として、CEOを議長とする

「コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議」を設置
し、定期的に開催する同会議を基点に、リスクマネジメン
トのPDCAサイクルを構築しています。
　推進会議の中では「重点リスク」の選定や見直しを行い、
リスク発生の未然防止と発生時の対応方針を確認し、グ
ループ全体で周知徹底を図っています。

リスクマネジメントの実効性を高める各組織
　コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議で選定
した重点リスクについて、より具体的な対策を立案し、実践、
検証、改善のPDCAサイクルを回すために、次の4つの部会
を通して、実効性のある未然防止対策を講じています。

リスク4部会

1 リスク対策部会
自然災害・火災をはじめとする様々なリスクの低減、
未然防止につなげるための対策の策定やBCPに基づ
いた訓練および点検を実施することで、リスク対策の
実効性の向上に取り組んでいます。

2 コンプライアンス推進部会
時代に即応した倫理観と急速な環境変化に正しく対応
するため、経営層が認識すべき法令知識・行政動向等
の理解促進と公正取引順守実務の連動を図り、企業文
化としてのコンプライアンスマインドの醸成に取り組
んでいます。

3 サイバーリスク対策プロジェクト
セキュリティ動向を常に把握し、グループセキュリ
ティの技術的な最適化を図るとともに、日々のモニタ
リング体制を整備し、未然防止や迅速なインシデント
対応、従業員教育に取り組んでいます。

4 コロナ対策本部会議
お客さまと従業員の安全・安心を最優先に考え、グ
ループ共通の方針や対策を決定しています。感染防止
対策を徹底した安全な営業体制の継続とあたらしい働
き方の両立について取り組んでいます。

リスクマネジメントのPDCAサイクル
　コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議にて策
定されたリスクマネジメントの方針をもとに、4つの部会
を通じた対応策の策定と徹底、グループ各社における訓練
や自主点検を通じ、リスク発生の未然防止と発生時の対応
の実効性向上を図っています。
　そして、実際のリスク発生時の報告の徹底および内容の
共有を図るとともに、グループ各社におけるリスク対策の
取り組み状況を確認し抽出された課題や日々の外部環境
の変化に起因するあらたなリスクに関する分析を行い、問
題点の是正や対策の強化に結びつけています。

Plan

Check

Act Do

リスク4部会

内部監査

推進会議

リスク一覧作成

リスクマップ策定

重点リスク選定

課題の抽出

モニタリング・報告

監査活動

問題点の是正
リスクマネジメント
の実践
（自主点検活動等）

リスク対応方針・
計画の策定 

重点リスク対応策の
策定と周知徹底 

2022年5月開催　
コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議の様子（リモート開催）
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ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

リスクの捉え方
　三越伊勢丹グループでは、リスクを捉えるにあたり、日々
変化する外部環境とグループの事業特性、事業戦略を考慮
し、多角的な視点からリスクの把握に努めています。
　当社グループ全体の事業を取り巻くリスクを5つのカテ
ゴリー(❶災害・外部リスク、❷経営戦略リスク、❸財務リス
ク、❹人事・労務リスク、❺オペレーショナルリスク)に分類
し、個々のリスクの分析と評価を実施しています。そして、
リスクが顕在化した際には、物的損害、人的損害、財務・経営
戦略遂行の阻害、レピュテーション毀損などの損害を被る
ものと捉え、発生頻度や事業への影響をもとにリスクマッ

　リスクには、その規模の大小のみならず、目に見え
るものから見えないもの、また、身近で発生するもの
から遠くで発生し思いもよらない形で影響してくる
ものまで幅広くあります。これらのリスクに対応する
ために、常日ごろから、多様な分野へアンテナを張り
めぐらせ、様々な部署、各社と互いのリスク認識を擦
り合わせ、危機管理意識を向上させながら、対策の強
化を実施しています。
　当社グループは、女性のお客さま・女性従業員の比
率が高いことから、2022年度より、女性の視点を取り
入れたリスクマネジメントを推進しています。
　具体的には、首都圏の産休および育児休業取得中の
社員に対して、小さな子どもがいる家庭で必要な自然
災害に対する平常時の備えについて啓発をはじめま
した。今後さらなる強化とその他のリスク対応にも活
かしてまいります。
　今後も企業特性に応じたリスク対策を講じていく
ことで、日々多様なリスクに向き合いながら、安心し
てお買物いただける環境づくりをし、事業活動継続の
ために努力をしてまいります。

プを作成し、その中から重点リスクを選定しています。
　日々の外部環境の変化を捉え、新たなリスクを追加する
と共ともに個々のリスクへの対応状況を評価・更新し、所管
部署や経営の意見を取り入れながら随時更新したうえで
リスク低減のための対策の徹底を図っています。
　一連のリスク対応を経営戦略に反映させることにより、
当社グループの持続可能な成長と価値向上に努めています。

リスクマネジメント室

江越 七海

リスクの一例 リスクマップ

区分 リスク項目

災害・外部リスク
● 自然災害・火災
● 感染症
● 情報セキュリティ

経営戦略リスク
● デジタル社会への対応
● サステナビリティ経営の推進
● ビジネスモデルの変化への対応

財務リスク
● 企業（被）買収
● 資金調達
● 為替変動　　　

人事・労務リスク
● 人財獲得競争の激化
● 人権侵害・差別行為
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

オペレーショナル
リスク

● 商品取引上のリスク
● 個人情報漏洩
● 食品衛生事故 小／低

大

高

High

Middle

Low

1 2 3

重点リスク1

2

3

4

5

発生頻度

発
生
時
の
影
響

リスクの一例 リスクマップ

区分 リスク項目

災害・外部リスク
● 自然災害・火災
● 感染症
● 情報セキュリティ

経営戦略リスク
● デジタル社会への対応
● サステナビリティ経営の推進
● ビジネスモデルの変化への対応

財務リスク
● 企業（被）買収
● 資金調達
● 為替変動　　　

人事・労務リスク
● 人財獲得競争の激化
● 人権侵害・差別行為
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

オペレーショナル
リスク

● 商品取引上のリスク
● 個人情報漏洩
● 食品衛生事故 小／低

大

高

High

Middle

Low

1 2 3

重点リスク1

2

3

4

5

発生頻度

発
生
時
の
影
響

リスクマネジメント 女性の視点を取り入れた
リスクマネジメント

INTERVIEW
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事業継続マネジメント（BCM）
　三越伊勢丹グループでは平常時から事業継続計画（BCP）
の改定をはじめ、システムやツールの改良、文書体系の整備
を実施しています。さらに、教育・訓練を通じて、BCPの実効
性向上と危機管理意識の醸成までを含めBCMとして実行
しており、グループの中核となる事業の継続能力を維持・改
善していくための活動を実施しています。
　その活動の中で抽出される課題については、コンプライ
アンス・リスクマネジメント推進会議をはじめとする会議
等を通じグループ全体で共有しながら、改善のため不断の
努力を継続しており、このような一連の取り組みを通じた
PDCAサイクルの実行が、さらなる当社グループのBCMの
実効性の向上とレジリエンス強化へとつながっています。
　当社グループでは、百貨店業のみならず様々な事業を展
開しています。近年多発する、地震、台風、水害といった自然
災害やパンデミック等が発生すると、各店舗ならびに事業
継続に支障をきたす可能性があります。そのため、リスクが
顕在化し「グループ経営の危機」に遭遇した際に、お客さま・
従業員・事業資産等への被害を最小限にとどめ、被災拠点と
事業の早期復旧および事業継続を図るために、グループ各
社におけるBCP等を策定しています。

　BCPでは、発動基準のほか、グループ全体の意思決定や
組織体制、行動計画、目標復旧時間のほか、平常時における
リスクへの事前対策等について定めています。また、平常時
より、対策本部の立ち上げやBCPの発動について首都圏以
外の拠点が被災した場合など、シナリオを変えて訓練を実
施しています。

BCP発動の訓練の様子

2016年 に (一 社)レ ジ リ エ ン ス
ジャパン推進協議会により、レジ
リエンス認証を取得しておりま
す。これは百貨店としては初めて
の取得となり、（株）三越伊勢丹の
事業継続計画の取り組みが評価
されました。さらに、2018年には

「事業継続」に加え、店頭での募金活動や従業員のボ
ランティア活動を支援する仕組み等が評価され「社会
貢献」においても同認証を取得しています。

情報セキュリティ体制
　当社グループでは多岐にわたる事業活動やサービス提供
の中で、お客さま、お取組先から日々お預かりする様々な情
報を厳格に管理しています。そして、オンライン購買の伸長
や各種デジタルツールが普及し、多くのシステムを日々の営
業活動において活用しています。しかし、これらの対応はサ
イバー攻撃等によるシステムの破壊や停止、そして不正アク
セス犯罪等による個人情報や機密情報の漏洩など多くのリ
スクを孕んでいます。お客さまに安心してご利用いただける
よう、当社グループでは様々な対応策を実施しています。

　まず、情報セキュリティ体制の強化、専門部署を中心とし
た「サイバーリスク対策プロジェクト」を設置し、対応策の策
定と実行を図っており、平常時のサイバーリスク予防と有事
におけるセキュリティインシデント対応を実施しています。
　そして、技術的な対策として、サイバー攻撃などを受けた
際のリスクを低減するための実行項目として、弱点を把握し
て事前に対処するための「防御」、侵入を早期発見・早期対処
するための「検知」「監視」「駆除」の4つを設けており、これら
を実施するべく各種セキュリティツール、システムの導入・
運用を図り、対策を強化しています。人的・組織的対策では、
情報セキュリティに関する従業員のリテラシー向上策とし
て、当社システム部門における専門人材の育成の推進や、従
業員への教育プログラム実施のほか、各拠点において不審
メールの受信・通報といった訓練を定期的に実施しています。
そして、日常的に情報セキュリティに係る事例の発生状況を
イントラネットを通して共有することで危機意識の醸成を
図っています。
　さらに、インシデントが発生した際に適切に対応するた
めに、行政・専門機関といった外部への報告および連携を
図 り、迅速な対応を可能とするための組織であるCSIRT

（Computer Security Incident Response Team）を設置
しています。
　当社グループでは、外部認証の取得として「プライバシー
マーク」、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に
関する国際規格の「ISO 20000」「ISO 27001」を取得してい
ます。
※2022年3月期認証取得数はウェブサイトのESGデータ集に記載

リスク低減に向けた具体的な取り組み

ESGデータ集（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンスに関する考え方
　三越伊勢丹グループは、グループで働く従業員が、法令
をはじめ倫理や社会規範等を順守していくために、コンプ
ライアンスを価値観や意識・行動まで根づかせ実践するこ
とが重要であると考えています。
　そのために、役員および従業員の行動規範とする、「三越
伊勢丹グループ企業倫理行動基準」を制定し、全社に浸透
を図るとともに、コンプライアンス体制の維持向上に取り
組み、社会的信頼の確保に努めています。また、お客さま・
お取組先や従業員との関係性において順守すべき法令や倫
理行動の指針を纏めた「コンプライアンス・ガイドブック」
を社内イントラネットに掲示し、日々の業務における法令
順守の周知徹底を図っています。

コンプライアンス推進部会
　「コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議」下部
部会として「コンプライアンス推進部会」を設置。法令・倫
理・社会規範順守の啓発・実践促進はもとより、ソフトロー
分野まで幅を広げた議論、検討を行っています。2022年度
からは特に経営層を対象とした取り組みを進めています。
  一方で、実務者対象の会議体では、個人情報管理・食品衛
生事故防止と、「営業上のコンプライアンスの具体的項目」
としての独禁法（カルテル談合等）・下請法・景品表示法を
取り上げ、実務チェック・予防の実践的活動を行っており、
コンプライアンス推進部会においてその活動状況も共有し
ています。

ステークホルダーに対する
コンプライアンス強化ポイント
①お客さま：個人情報保護の取り組み

お客さまからお預かりする個人情報を適切に管理し、正し
く利用するために、「プライバシーポリシー」を制定・公開
し、お客さまの信頼とご期待にお応えしています。また、

「個人情報取扱規程」を定め、適切な利用と厳重な保護管理
を行っています。

②株主／投資家：IRポリシーの制定
IR活動において、株主・投資家の方々の信頼と共感を得ら
れる企業を目指し、「IRポリシー」を制定・公開して、公平
な情報開示やコミュニケーションの充実を図っています。

③地域社会：反社会的勢力対応
「内部統制システム構築の基本方針」および「三越伊勢丹グ
ループ調達方針」において反社会的勢力との関係遮断、不
当要求の拒絶、被害の防止を掲げています。

④お取組先：公正取引を推進するための体制構築と運用
「公正取引に関する指針」を定め、公正かつ自由な競争を堅
持し、広く社会に貢献し続ける企業であるための体制構築
と運用を推進しています。

⑤従業員：内部通報窓口の設置と運営
グループ内で不当行為が発生した場合にその事実を速や
かに認識し、改善するために、「グループホットライン」を
設置しています。通報者保護の観点から社外専門会社・弁
護士事務所が通報を受ける体制を整えており、雇用元を問
わずグループ内で働く全員が利用でき、また、匿名でも受
け付け調査することとしています。

法令・倫理・社会規範順守 コンプライアンス推進体制
「三越伊勢丹グループ企業倫理行動基準」
「コンプライアンス・ガイドブック」 

三越伊勢丹
グループ

コンプライアンス
推進部会

サイバーリスク対策
プロジェクト

コロナ対策
本部会議

リスク対策
部会

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

部会の目的

運用が行政機関に委ねられている法分野（独禁法や個
人情報保護法）について経済情勢や社会的要請の変遷
も踏まえた情報・事例共有を行う。

IT革新等によりビジネスが先行し法整備未了の分野に
ついて中期経営計画に則した情報・事例共有を行う。

実務者対象会議体における実践項目・課題について共
有を行う。

お客さま

個人情報保護法

景品表示法 等

地域社会

大店立地法、食品衛生法

環境関連法 等

株主／投資家

会社法

インサイダー取引規制法 等

お取組先

独占禁止法、下請法

商標法 等
従業員

労働法

労働施策総合推進法
（ハラスメント防止対策）等

法令・倫理・社会規範順守 コンプライアンス推進体制
「三越伊勢丹グループ企業倫理行動基準」
「コンプライアンス・ガイドブック」 

三越伊勢丹
グループ

コンプライアンス
推進部会

サイバーリスク対策
プロジェクト

コロナ対策
本部会議

リスク対策
部会

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

部会の目的

運用が行政機関に委ねられている法分野（独禁法や個
人情報保護法）について経済情勢や社会的要請の変遷
も踏まえた情報・事例共有を行う。

IT革新等によりビジネスが先行し法整備未了の分野に
ついて中期経営計画に則した情報・事例共有を行う。

実務者対象会議体における実践項目・課題について共
有を行う。

お客さま

個人情報保護法

景品表示法 等

地域社会

大店立地法、食品衛生法

環境関連法 等

株主／投資家

会社法

インサイダー取引規制法 等

お取組先

独占禁止法、下請法

商標法 等
従業員

労働法

労働施策総合推進法
（ハラスメント防止対策）等

コンプライアンス




